
LA276 Leading Cases in Civil Law 不完全履行と解除と解除解除

民法の判例からの判例から判例からから
ケース（９）：ふ か ん ぜ ん不完全り こ う履行とかいじょ解除
【事実関係】
　夏みかんのみかんの

なかがい

仲買
ぎょう

業 を
いとな

営 む X は、ある時、時、
くだもの

果物の
こうりぎょう

小売業
しゃ

者Y と夏みかんのみかんの売買契約を締を締

結した。した。Y が代金の一部を支払ったので、の一部を支払ったので、を支払ったので、ったので、X は夏みかんのみかんを Y に
そう ふ 

送付した。Y はその夏みかんのみか

んを
じゅりょう

受 領したが、しばらくして「自分が自分がが
ちゅうもん

注 文したのは
おおだま

大玉で
ひんしつ

品質が
りょうこう

良 好な夏みかんのみかん

だったが、送られて来たみかんは大きさも品質もたみかんは大きさも品質も
ちゅう

中
てい

程
ど

度のもので、契約を締の
ほ ん し

本旨に
てきごう

適合し

ていなかったから、注文
どお

通りの夏みかんのみかんを
のうにゅう

納 入してほしい」と X に対してして
さい

再
り こ う

履行を請求

した。

　こうした請求を「自分が
ついかん

追完
せいきゅう

請 求」と呼ぶ。「ぶ。「自分が
ついかん

追完」とは、債務者が引き渡したき渡したした
もくてき

目的
ぶつ

物に
 か 

瑕
 し 

疵があった場合、またはその
しゅる時、い

種類、
ひんしつ

品質もしくは
すうりょう

数 量が契約を締の内容に適合しないときにに適合しないときに、

債務者がその目的物を
ほしゅう

補修し、
だいたい

代替
ぶつ

物と
 ひ 

引き渡したき
 か 

換え、または
 ふ そく

不足
ぶん

分がを引き渡したき渡したすことをいう。

債権者がその追完を受領したときは、債務者の履行は、
はじ

初めの引き渡したき渡したしの時期にに
さかのぼ

遡 って

有効となる。となる時、。

　しかし、Y から追完請求を受けた X は「自分が
すで

既に
のうにゅう

納 入した夏みかんのみかんは、注文通りの
しなもの

品物

だ」と主張して、それをして、それを
きょ ひ 

拒否した。そのため、Y は売買契約を締を
かいじょ

解除した。これに対してして X

は解除を受け入れず、Y に対してして代金の一部を支払ったので、の
 み はら

未払ったので、い
ぶん

分がの支払ったので、いを請求して訴訟を起こした。を起こした。こした。

　その裁判の第一審での第一審でで Y は、「自分が既に契約を締を解除したのだから、自分がには代金の一部を支払ったので、を支払ったので、う義務

はない」と
こうべん

抗弁した。それに対してして X は「自分が民法第５４１条は、当事者の一方が履行しないは、当事者の一方が履行しないが履行しない

場合に、他方が履行しないはまず、
そうとう

相当の
 き かん

期に間を定めて履行のめて履行の
さいこく

催告をしなければならず、その期に間内に

履行がなされなかった時に初めて解除ができる時、、と規定めて履行のしている時、。しかし Y は、そうした

催告をせずに解除をしようとしたから、その解除は違法である時、」と主張して、それをした。第一審で裁判の第一審で

所は、は、X の主張して、それをを認めてめて Y の解除を違法と判の第一審で断し、し、Y に対してして代金の一部を支払ったので、の未払ったので、い分がを支払ったので、うよ

う命じた。そこでじた。そこで Y は控訴した。

　控訴審で裁判の第一審で所は、は、今度は Y の主張して、それをを認めてめて、その解除を有効となる。と判の第一審で断し、した。そこで X が

上告した。
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【判旨】
　最高裁判の第一審で所は、も、控訴審で裁判の第一審で所は、の判の第一審で断し、を支持してして Y の解除を有効となる。と判の第一審で断し、して、その理由をを

次のように説明した。民法５４１条は、確かに相当の期間の設定と履行の催告を要求してのように説明した。民法５４１条は、確かに相当の期間の設定と履行の催告を要求してした。民法５４１条は、当事者の一方が履行しないは、確かに相当の期間の設定と履行の催告を要求してかに相当の期に間の設定めて履行のと履行の催告を要求して

いる時、。その理由をは、「自分が債務不履行があったら直ちに解除できる」と考えると、契約関係がちに解除できる時、」と考えると、契約関係がえる時、と、契約を締関係がが

不安定めて履行のになって、契約を締の効となる。力に対するに対してする時、
しんらい

信頼が
ゆ

揺らいでしまうからである時、。しかしながら本

件の場合、の場合、Y からの追完請求に対してして、X はそれをはっきりと拒否していて、Y の要求に
おう

応じる時、様子は全くなかった。したがって、たとえは全くなかった。したがって、たとえくなかった。したがって、たとえ Y がもう一度催告をしても、X がそれを

受け入れる時、
か の う せ い

可能性はほとんどなかった。このような場合には、改めて期間を定めて催告すめて期に間を定めて履行のめて催告す

る時、ことには意味がないから、その必要はないと判断するべきである。特にがないから、その必要はないと判の第一審で断し、する時、べきである時、。特にに
しょうにん

商 人
かん

間の
しょう

商
とり

取
ひき

引き渡したの場合、
ものごと

物事を
じんそく

迅速に
し ょ り

処理する時、ことが重要である時、から、相手方が履行しないに催告を受け入れる時、意思

が全くなかった。したがって、たとえくないことが明した。民法５４１条は、確かに相当の期間の設定と履行の催告を要求してらかなときには、
けいしきてき

形式的な催告をしなくても、直ちに解除できる」と考えると、契約関係がちに契約を締を解除する時、

ことが許されると考えるべきである。される時、と考えると、契約関係がえる時、べきである時、。

【関連条文】
民法第 541条（りこうちたいなど履行遅滞等によるかいじょけん解除権）⇄　มาตรา ๓๘๗
　
とうじしゃ

当事者の
いっぽう

一方がその
さいむ

債務を
りこう

履行しない
ばあい

場合において、
あいてがた

相手方が
そうとう

相当の
きかん

期間を
さだ

定めてその
りこう

履行の
さいこく

催告をし、その
きかんない

期間内に
りこう

履行がないときは、
あいてがた

相手方は、
けいやく

契約の
かいじょ

解除をすることができ

る。

มาตรา ๓๘๗
ถ้าคู่สัญญาฝูายหนึ่งไมูชำาระหนี้  อีกฝูายหนึ่งจะกำาหนดระยะเวลาพอสมควร 

แล้วบอกกลูาวให้ฝูายนั้นชำาระหนี้ภายในระยะเวลานั้นก็ได้ ถ้าและฝูายนั้นไมูชำาระหนี้
ภายในระยะเวลาที่กำาหนดให้ไซร้ อีกฝูายหนึ่งจะเลิกสัญญาเสียก็ได้

【解説：平成２９年民法の判例から改正】
　債務不履行または「自分が債務の本旨に従った履行」がなされない場合、従来の民法の規定でった履行」がなされない場合、従った履行」がなされない場合、従来の民法の規定で来たみかんは大きさも品質もの民法の規定めて履行ので

は、債権者は
 り こう

履行
きょうせい

強 制の請求（第４１４条は、当事者の一方が履行しない）、損害賠償の請求（第４１５条）または契の請求（第４１５条は、当事者の一方が履行しない）または契

約を締の解除（第５４１条は、当事者の一方が履行しない、５４３条は、当事者の一方が履行しない）をする時、ことができる時、、と規定めて履行のされてきた。しかしなが

ら、特にに不完全くなかった。したがって、たとえ履行の場合には、損害賠償の請求（第４１５条）または契の請求や解除の前に、まず「追完請求」をする解除の前に、まず「追完請求」をするに、まず「自分が追完請求」をする時、
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場合が多い。本件のように、裁判所もそれを認めていて、い。本件の場合、のように、裁判の第一審で所は、もそれを認めてめていて、
かんしゅうほう

慣 習 法として確かに相当の期間の設定と履行の催告を要求して立している。している時、。

　また、債務者が「自分が債務の本旨に従った履行」がなされない場合、従来の民法の規定でった履行」をはっきりと拒否している時、場合、第５４１

条は、当事者の一方が履行しないにしたがって「自分が相当の期に間を設定めて履行のして催告する時、」ことを債権者に要求する時、ことは、不合

理である時、。本件の場合、の判の第一審で例は、この点をは、この点をを
はんれい

判の第一審で例は、この点を
ほう

法として
しょうにん

承 認めてした。

　平成２９年にに
せいりつ

成立している。した
みんぽう

民法
かいせい

改めて期間を定めて催告す正では、以上のような慣習法・判の第一審で例は、この点を法が
せいぶんほう

成文法として
さいよう

採用

される時、ことになった。まず「自分が契約を締の解除」に関する時、条は、当事者の一方が履行しない文は、以下のように改正された：のように改めて期間を定めて催告す正された：

（催告による解除）による解除）
【新】第５４１条　当事者の一方がその債務を履行しない場合において、相手方が相当の期
間を定めてその履行の催告をし、その期間内に履行がないときは、相手方は、契約の解除を

することができる。ただし、その期間を経過した時における債務の不履行がその契約及び取した時における債務の不履行がその契約及び取における債務の不履行がその契約及び取び取取

引上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。に照らして軽微であるときは、この限りでない。らして軽微であるときは、この限りでない。であるときは、この限りでない。りでない。

（催告による解除）によらない解除）
【新】第５４２条　次に掲げる場合には、債権者は、前条の催告をすることなく、直ちに契に掲げる場合には、債権者は、前条の催告をすることなく、直ちに契げる場合には、債権者は、前条の催告をすることなく、直ちに契の催告をすることなく、直ちに契ちに契
約の解除をすることができる。

一　債務の全部の履行が不能であるとき。の履行が不能であるとき。であるとき。

二　債務者がその債務の全部の履行が不能であるとき。の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。する意思を明確に表示したとき。を明確に表示したとき。に表示したとき。したとき。

三　債務の一部の履行が不能であるとき。の履行が不能であるとき。である場合又は債務者がその債務の一部の履行を拒絶する意思は債務者がその債務の一部の履行が不能であるとき。の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。する意思を明確に表示したとき。

を明確に表示したとき。に表示したとき。した場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することがする部の履行が不能であるとき。分のみでは契約をした目的を達することがのみでは契約をした目的を達することがを達することがすることが

できないとき。

四　契約の性質又は債務者がその債務の一部の履行を拒絶する意思は当事者の意思を明確に表示したとき。表示したとき。により、特定の日時における債務の不履行がその契約及び取又は債務者がその債務の一部の履行を拒絶する意思は一定の期間内に履行をしなけ

れば契約をした目的を達することがを達することがすることができない場合において、債務者が履行をしないでそ

の時における債務の不履行がその契約及び取期を経過した時における債務の不履行がその契約及び取したとき。

五　前各号に掲げる場合のほか、債務者がその債務の履行をせず、債権者が前条の催告をしに掲げる場合には、債権者は、前条の催告をすることなく、直ちに契げる場合のほか、債務者がその債務の履行をせず、債権者が前条の催告をすることなく、直ちに契の催告をし

ても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかである契約をした目的を達することがを達することがするのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるりる履行がされる見込みがないことが明らかであるみがないことが明らかである

とき。

２　　次に掲げる場合には、債権者は、前条の催告をすることなく、直ちに契に掲げる場合には、債権者は、前条の催告をすることなく、直ちに契げる場合には、債権者は、前条の催告をすることなく、直ちに契の催告をすることなく、直ちに契ちに契約の一部の履行が不能であるとき。の解除を

することができる。

一　債務の一部の履行が不能であるとき。の履行が不能であるとき。であるとき。
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二　債務者がその債務の一部の履行が不能であるとき。の履行を拒絶する意思を明確に表示したとき。する意思を明確に表示したとき。を明確に表示したとき。に表示したとき。したとき。

（債権者の責めに帰すべき事由による場合）の責めに帰すべき事由による場合）責めに帰すべき事由による場合）めに帰すべき事由による場合）すべき事由による場合）事由による場合）による場合）
【新】第５４３条　債務の不履行が債権者の責めに帰すべき事由によるものであるときは、めに帰すべき事由によるものであるときは、すべき事由によるものであるときは、によるも契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるのであるときは、
債権者は、前二条の催告をすることなく、直ちに契の規定による契約の解除をすることができない。

　つぎに「自分が追完請求」についてである時、が、改めて期間を定めて催告す正前に、まず「追完請求」をするの民法第二編債権、第二章契約を締、第三節

売買、第二款売買の効となる。力に対するに「売主の担保責任」売主の担保責任」の判例から担保責任」」という名前に、まず「追完請求」をするで、次のように説明した。民法５４１条は、確かに相当の期間の設定と履行の催告を要求してのような条は、当事者の一方が履行しない文があった：

（権利の一部が他人に属する場合における売主の担保責任）の責めに帰すべき事由による場合）一部が他人に属する場合における売主の担保責任）が他人に属する場合における売主の担保責任）他人に属する場合における売主の担保責任）に属する場合における売主の担保責任）する場合における売主の担保責任）の責めに帰すべき事由による場合）担保責めに帰すべき事由による場合）任）
第５６３条　売買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主にの目的を達することがである権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主にの一部の履行が不能であるとき。が他人に属することにより、売主がこれを買主にに属することにより、売主がこれを買主にすることにより、売主がこれを買主にがこれを買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主にに
移転することができないときは、買主は、その不足する部分の割合に応じてすることができないときは、買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主には、その不足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるする部の履行が不能であるとき。分のみでは契約をした目的を達することがの割合に応じてじて代金の減額を請の減額を請を請

求することができるすることができる。

２　　前項の場合において、残存する部分のみであれば買主がこれを買い受けなかったときは、の場合において、残存する部分のみでは契約をした目的を達することがする部の履行が不能であるとき。分のみでは契約をした目的を達することがのみであれば買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主にがこれを買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主にい受けなかったときは、けなかったときは、

善意の買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主には、契約の解除をすることができる。

３　　代金の減額を請減額を請の請求することができる又は債務者がその債務の一部の履行を拒絶する意思は契約の解除は、善意の買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主にが損害賠償の請求をすることを妨げない。の請求することができるをすることを妨げない。げない。

（数量の不足又は物の一部滅失の場合における売主の担保責任）の責めに帰すべき事由による場合）不足又は物の一部滅失の場合における売主の担保責任）は物の一部滅失の場合における売主の担保責任）物の一部滅失の場合における売主の担保責任）の責めに帰すべき事由による場合）一部が他人に属する場合における売主の担保責任）滅失の場合における売主の担保責任）の責めに帰すべき事由による場合）場合における売主の担保責任）の責めに帰すべき事由による場合）担保責めに帰すべき事由による場合）任）
第５６５条　前二条の催告をすることなく、直ちに契の規定は、数量を指示してを指示したとき。して売買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主にをした物に不足がある場合に不足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるがある場合又は債務者がその債務の一部の履行を拒絶する意思は物に不足がある場合の一部の履行が不能であるとき。
が契約の時における債務の不履行がその契約及び取に既に滅失していた場合に滅失していた場合していた場合において、買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主にがその不足りる履行がされる見込みがないことが明らかである又は債務者がその債務の一部の履行を拒絶する意思は滅失していた場合を知らなかったときらなかったとき

について準用する。する。

（地上権等が他人に属する場合における売主の担保責任）ある場合等における売主の担保責任）の責めに帰すべき事由による場合）担保責めに帰すべき事由による場合）任）
第５６６条　売買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主にの目的を達することが物に不足がある場合が地上の社会通念に照らして軽微であるときは、この限りでない。権、永小作権、地役権、留置権又は債務者がその債務の一部の履行を拒絶する意思は質権の目的を達することがである場合
において、買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主にがこれを知らなかったときらず、かつ、そのために契約をした目的を達することがを達することがすることができない

ときは、買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主には、契約の解除をすることができる。この場合において、契約の解除をするこ

とができないときは、損害賠償の請求をすることを妨げない。の請求することができるのみをすることができる。[…]

（売主の担保責任）の責めに帰すべき事由による場合）瑕疵担保責めに帰すべき事由による場合）任）
第５７０条　売買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主にの目的を達することが物に不足がある場合に隠れた瑕疵があったときれた瑕疵があったときがあったときは、第５６６条の催告をすることなく、直ちに契の規定を準用する。する。た
だし、強制競売の場合は、この限りでない。りでない。
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　このような「自分が売主の担保責任」の判例から担保責任」」(liability for material defects or defects in rights) liability for material defects or defects in rights) は、

ローマ法の伝統に従った古い原則で、「法の伝統に従った古い原則で、「に従った履行」がなされない場合、従来の民法の規定でった古い原則で、「い原則で、「で、「自分が
げんかく

厳格
せきにん

責任」(liability for material defects or defects in rights) strict liability; ความรับผิดท่ีเข้มงวด)と
考えると、契約関係がえられている時、。つまり帰責事由を（故意または過失）は要件の場合、ではなく、売主には抗弁権が

認めてめられていない。しかし、こうした規定めて履行のは現代の社会関係がにはあまり対して応していない。

そこで今回の民法改正では、同じく「売買の効力」に、以下のような新しい条文が採用さの民法改めて期間を定めて催告す正では、同じく「売買の効力」に、以下のような新しい条文が採用さじく「自分が売買の効となる。力に対する」に、以下のように改正された：のような新しい条文が採用さしい条は、当事者の一方が履行しない文が採用さ

れた：

（買主の担保責任）の責めに帰すべき事由による場合）追完請求権）
【新】第５６２条　引き渡された目的物がされた目的を達することが物に不足がある場合が種類、品質又は債務者がその債務の一部の履行を拒絶する意思は数量を指示してに関して契約の内容に適合しして契約の内容に適合しに適合し
ないも契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるのであるときは、買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主には、売主がこれを買主にに対し、し、目的を達することが物に不足がある場合の修補、代替物に不足がある場合の引渡された目的物がし又は債務者がその債務の一部の履行を拒絶する意思は不足りる履行がされる見込みがないことが明らかである分のみでは契約をした目的を達することがの

引渡された目的物がしによる履行の追完を請求することができるを請求することができるすることができる。ただし、売主がこれを買主には、買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主にに不相当な負担をを

課するものでないときは、買主が請求した方法と異なる方法による履行の追完をすることがするも契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるのでないときは、買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主にが請求することができるした方法と異なる方法による履行の追完をすることがと異なる方法による履行の追完をすることがなる方法と異なる方法による履行の追完をすることがによる履行の追完を請求することができるをすることが

できる。

２　　前項の場合において、残存する部分のみであれば買主がこれを買い受けなかったときは、の不適合が買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主にの責めに帰すべき事由によるものであるときは、めに帰すべき事由によるものであるときは、すべき事由によるものであるときは、によるも契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるのであるときは、買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主には、同項の場合において、残存する部分のみであれば買主がこれを買い受けなかったときは、の規定

による履行の追完を請求することができるの請求することができるをすることができない。

（買主の担保責任）の責めに帰すべき事由による場合）代金減額請求権）
【新】第５６３条　前条の催告をすることなく、直ちに契第一項の場合において、残存する部分のみであれば買主がこれを買い受けなかったときは、本文に規定する場合において、買主が相当の期間を定めて履に規定する場合において、買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主にが相当の期間を定めて履
行の追完を請求することができるの催告をし、その期間内に履行の追完を請求することができるがないときは、買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主には、その不適合の程度にに

応じてじて代金の減額を請の減額を請を請求することができるすることができる。

２　　前項の場合において、残存する部分のみであれば買主がこれを買い受けなかったときは、の規定にかかわらず、次に掲げる場合には、債権者は、前条の催告をすることなく、直ちに契に掲げる場合には、債権者は、前条の催告をすることなく、直ちに契げる場合には、買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主には、同項の場合において、残存する部分のみであれば買主がこれを買い受けなかったときは、の催告をすることなく、直ちに契

ちに代金の減額を請の減額を請を請求することができるすることができる。

一　履行の追完を請求することができるが不能であるとき。であるとき。

二　売主がこれを買主にが履行の追完を請求することができるを拒絶する意思を明確に表示したとき。する意思を明確に表示したとき。を明確に表示したとき。に表示したとき。したとき。

三　契約の性質又は債務者がその債務の一部の履行を拒絶する意思は当事者の意思を明確に表示したとき。表示したとき。により、特定の日時における債務の不履行がその契約及び取又は債務者がその債務の一部の履行を拒絶する意思は一定の期間内に履行をしなけ

れば契約をした目的を達することがを達することがすることができない場合において、売主がこれを買主にが履行の追完を請求することができるをしない

でその時における債務の不履行がその契約及び取期を経過した時における債務の不履行がその契約及び取したとき。

四　前三号に掲げる場合のほか、債務者がその債務の履行をせず、債権者が前条の催告をしに掲げる場合には、債権者は、前条の催告をすることなく、直ちに契げる場合のほか、買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主にが前項の場合において、残存する部分のみであれば買主がこれを買い受けなかったときは、の催告をしても契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかである履行の追完を請求することができるを受けなかったときは、ける見込みがないことが明らかであるみがな

いことが明らかであるとき。

３　　第一項の場合において、残存する部分のみであれば買主がこれを買い受けなかったときは、の不適合が買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主にの責めに帰すべき事由によるものであるときは、めに帰すべき事由によるものであるときは、すべき事由によるものであるときは、によるも契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるのであるときは、買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主には、前二項の場合において、残存する部分のみであれば買主がこれを買い受けなかったときは、の
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規定による代金の減額を請の減額を請の請求することができるをすることができない。

（買主の担保責任）の責めに帰すべき事由による場合）損害賠償請求及び解除権の行使）び解除権の行使）解除権の責めに帰すべき事由による場合）行使）
【新】第５６４条　前二条の催告をすることなく、直ちに契の規定は、第４１５条の催告をすることなく、直ちに契の規定による損害賠償の請求をすることを妨げない。の請求することができる並びに第５４び取に第５４
１条の催告をすることなく、直ちに契及び取び取第５４２条の催告をすることなく、直ちに契の規定による解除権の行使を妨げない。を妨げない。げない。

（移転した権利が契約の内容に適合しない場合における売主の担保責任）した権利の一部が他人に属する場合における売主の担保責任）が他人に属する場合における売主の担保責任）契約の内容に適合しない場合における売主の担保責任）の責めに帰すべき事由による場合）内容に適合しない場合における売主の担保責任）に適合しない場合における売主の担保責任）の責めに帰すべき事由による場合）担保責めに帰すべき事由による場合）任）
【新】第５６５条　前三条の催告をすることなく、直ちに契の規定は、売主がこれを買主にが買の目的である権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主に主がこれを買主にに移転することができないときは、買主は、その不足する部分の割合に応じてした権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主にが契約の内容に適合しに適合しない
も契約をした目的を達するのに足りる履行がされる見込みがないことが明らかであるのである場合（権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主にの一部の履行が不能であるとき。が他人に属することにより、売主がこれを買主にに属することにより、売主がこれを買主にする場合においてその権利の一部が他人に属することにより、売主がこれを買主にの一部の履行が不能であるとき。を移転することができないときは、買主は、その不足する部分の割合に応じてしないとき

を含む。）について準用する。む。）について準用する。する。

　以上のように、改めて期間を定めて催告す正後の民法には「売主の担保責任」という考え方はもう使われていなの民法には「自分が売主の担保責任」という考えると、契約関係がえ方が履行しないはもう使われていなわれていな

い。それに代わって、売買の目的物が契約を締の内容に適合しないときにに適合しないときは、買主はまず「自分が追完

請求」をする時、（新しい条文が採用さ第５６２条は、当事者の一方が履行しない）。売主が追完を拒否したり、追完が不可能な場合は代金の一部を支払ったので、の

「自分が減額請求」をする時、ことができる時、。これらの請求には「自分が売主の帰責事由を」は関係がない。な

ぜなら、これらの請求は「自分が履行請求権」に基づく請求であって、売主の「不履行責任」にづく請求であって、売主の「自分が不履行責任」に

基づく請求であって、売主の「不履行責任」にづくものではないからである時、。

　他方が履行しないで、債務の履行が契約を締の内容に適合しないときにに適合しなかったために、契約を締の目的が達成できなく

なった場合、または追完が不可能な場合には、「自分が追完請求」や解除の前に、まず「追完請求」をする「自分が減額請求」ではなく、損

害賠償の請求（第４１５条）または契の請求（新しい条文が採用さ第４１５条は、当事者の一方が履行しない）および契約の解除（新第５４１条、５４２条）をすること契約を締の解除（新しい条文が採用さ第５４１条は、当事者の一方が履行しない、５４２条は、当事者の一方が履行しない）をする時、こと

もできる時、（新しい条文が採用さ５６４条は、当事者の一方が履行しない）。だたし、損害賠償の請求（第４１５条）または契の請求には「自分が債務者の責に帰すべき事由を」が

要件の場合、となる時、。契約を締の解除には、債務者の帰責事由をは要件の場合、ではなくなった（新しい条文が採用さ第５４３条は、当事者の一方が履行しない）。
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